
2018年6月8日
埼玉県さいたま市大宮区桜木町1-12-7

株式会社日立物流関東
代表取締役社長　西川　和宏

貸 　 借　  対　  照 　 表
（２０１８年３月３１日現在）

（単位：千円）

科　　　　　目 科　　　　　目 金　　　額

【資産の部】 【負債の部】

9,649,905 5,767,751

116,020 2,253,667

286,085 521,279

5,827,783 1,047,265

6,676 517,551

266,353 541,830

2,886,882 796,660

47,184 40,112

210,263 29,985

2,655 1,737

4,133,152 17,661

3,254,767 3,035,469

71,040 2,651,721

9,066 224,953

18,240 5,600

34,090 153,194

3,122,329 8,803,220

153,242 【純資産の部】

148,952 4,979,837

4,290 100,000

725,142 50,000

380 50,000

12,561 4,829,837

80,748 25,000

631,102 4,804,837

350 1,500,000

3,304,837

4,979,837

13,783,058 13,783,058

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

第 ２９ 期 決 算 公 告

負 債 純 資 産 合 計資 産 合 計

純 資 産 合 計

そ の 他

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

預 り 保 証 金

負 債 合 計

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

別 途 積 立 金

金　　　額

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

退 職 給 付 引 当 金

リ ー ス 債 務

未 払 費 用

流 動 負 債

リ ー ス 債 務

預 り 金

従 業 員 預 り 金

固 定 負 債

未 払 金

未 払 法 人 税 等

前 受 金

そ の 他

買 掛 金

未 払 消 費 税 等

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

前 払 費 用

そ の 他

受 取 手 形

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

売 掛 金

出 資 金

投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他

機 械 及 び 装 置

預 け 金

ソ フ ト ウ エ ア

無 形 固 定 資 産

構 築 物

工 具 、 器 具 及 び 備 品

繰 越 利 益 剰 余 金

長 期 前 払 費 用

電 子 記 録 債 権

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

リ ー ス 資 産



（単位：千円）

科　　目 金　　　　　　額

41,352,960

36,920,661

4,432,298

1,941,461

2,490,837

25

23

8,522

1,489

2,590 12,651

60,716

9,087

752 70,556

2,432,932

1,495

23 1,518

295 295

2,434,156

900,000

△ 42,571 857,429

1,576,727

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

売 上 原 価

投 資 有 価 証 券 売 却 益

営 業 外 収 益

売 上 高

固 定 資 産 除 却 損

損 　益 　計 　算　 書
自 ２０１７年　４月　１日

至 ２０１８年　３月３１日

受 取 配 当 金

支 払 利 息

営 業 利 益

特 別 利 益

そ の 他

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

売 上 総 利 益

営 業 外 費 用

そ の 他

受 取 利 息

物 品 売 却 益

補 助 金 収 入

為 替 差 損

当 期 純 利 益

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

固 定 資 産 売 却 益

法 人 税 等 調 整 額

特 別 損 失



計算書類は「会社計算規則」(平成18年２月７日 法務省令第13号)に基づいて作成しております。

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　満期保有目的の債券　　　　  　　　　 　　 償却原価法
　子会社株式及び関連会社株式　　　  　　　　 　　 移動平均法に基づく原価法
　その他有価証券（時価のあるもの）　  　　  期末決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
  移動平均法により算定）

　　　　〃　　　（時価のないもの）　  　　  移動平均法に基づく原価法
(2) たな卸資産 移動平均法に基づく原価法(貸借対照表価額は、収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております)

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産 (リース資産を除く) 定額法
(2) 無形固定資産 (リース資産を除く) 定額法
(3) リース資産 　 　　 　  　        　  　   

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の

方法を採用しております。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうちリー

ス取引開始日が2008年3月31日以前のリース取引につい

ては通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

　期末債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上することとしております。

(2) 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して
おります。

　① 退職給付見込額の期間帰属方法
　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算
　定式基準によっております。

　② 数理計算上の差異の費用処理方法
　　数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間(14年～16年)による定額法により、翌事業年
　度から費用処理しております。

(3) 役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づき期末要支給額を計上しております。

４．消費税等の会計処理
　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

個　別　注　記　表


